
〇 「新しい茨城」づくりを実現するために，職員が，新たな発想で，積極的に
挑戦できる組織体制の構築
・ 国体・全国障害者スポーツ大会のレガシーを，本県における今後のスポーツ振興に活用するため，県

民生活環境部に「スポーツ推進課」を新設 など

令和２年度組織改正について
～基本的な考え方と主な改正事項～

〇 スピード感のある事務執行体制の整備

・ 県施策の営業活動に係る業務の機動性向上を図るため，営業戦略部のチームを再編（１チーム１グ
ループ制に再編）

・ 近年の児童虐待相談対応件数の増加を踏まえ，虐待事案について一層迅速に対応するため，日立児

童相談所及び鉾田児童相談所を設置（中央児童相談所児童分室からの格上げ） など

1



〇 「選択と集中」によるメリハリのある組織体制の整備
・ 本県への投資促進につながる企業誘致，茨城空港の利活用促進及び国際交流等に係る業務について，

営業活動を強力に推進するため営業戦略部に一元化（立地推進担当部長の新設等）

・ 県民生活に身近な水行政について一体的・効率的に取り組むため，水資源対策業務及び水道整備業務
を県民生活環境部に一元化（「水政課」の新設）

・ 教育庁総務企画部「生涯学習課」が所管する女性プラザを，県民生活環境部「女性活躍・県民協働
課」の男女共同参画センター（課内室）に統合し，男女共同参画に係る業務を一元的に実施

・ 知事の随行秘書の廃止を始めとする秘書業務の見直しを行い，総務部知事公室「秘書課」を縮小
（R1.11～先行して実施） など
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現 行 改正案

営業戦略部

部長 次長 ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ戦略ﾁｰﾑ

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ戦略ﾁｰﾑ

観光物産課（幹事課）

国際観光課

販売流通課

ﾎﾟｰﾄｾｰﾙｽﾁｰﾑ*
県産品販売促進ﾁｰﾑ*
PR・誘致ﾁｰﾑ*
行政課*

東京渉外局*

部長 次長
ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝﾁｰﾑ

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾋﾞｼﾞﾈｽ支援ﾁｰﾑ

観光物産課

国際観光課

販売流通課

県産品販売促進ﾁｰﾑ*
PR・誘致ﾁｰﾑ*
行政課*

東京渉外局*

営業企画課（幹事課）

農産物輸出促進ﾁｰﾑ

企業誘致推進ﾁｰﾑ*
土地販売ﾁｰﾑ*
ﾎﾟｰﾄｾｰﾙｽﾁｰﾑ*

立地推進
担当部長

※産業戦略部から移管

３

参事
（国際ﾋﾞｼﾞﾈｽ）

国際渉外ﾁｰﾑ

次長

参事*
立地推進課
立地整備課
宅地整備販売課

空港対策課空港対策監 ※政策企画部
から移管

※県民生活環境
部から移管

*：東京駐在

（参考１）営業戦略部の再編案

現在の４課５チームから９課９チームに拡充



所長 次長

日立児童分室
( 9名)

鹿行児童分室
(11名)

〔62名〕

所長 次長

〔37名〕

中央児相

土浦児相

現行

筑西児相 〔21名〕

所長 次長

〔48名〕

所長 次長

〔44名〕

中央児相

土浦児相

副参事

日立児相

鉾田児相

〔11名〕

〔13名〕

再編後

筑西児相 〔24名〕

合計〔120名〕 合計〔140名〕

（参考２）新たな児童相談所の体制（Ｒ２.4.1現在）

石岡市

高萩市

北茨城市

笠間市

ひたちなか市

鹿嶋市

潮来市

茨城町

小美玉市

大洗町

東海村

大子町

鉾田市

神栖市

行方市

河内町

利根町

児童相談所管轄区域

土浦市

龍ケ崎市

牛久市

下妻市

常総市

八千代町

五霞町
境町

結城市

桜川市

古河市

阿見町 美浦村

常陸大宮市
日立市

城里町

筑西市

那珂市

常陸太田市

坂東市
かすみがうら市

稲敷市

水戸市

取手市

つくば市

守谷市

筑西児童相談所

つくばみらい市

・児童相談所等所在地⇒

中央児童相談所

土浦児童相談所

日立児童相談所

鉾田児童相談所
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（参考３）知事部局の組織構成

現 行 改正案

知事 副知事 総務部

政策企画部

県民生活環境部
防災・危機管理部
保健福祉部

産業戦略部
営業戦略部

（廃止）

福祉担当部長

農林水産部
土木部
国体・障害者
ｽﾎﾟｰﾂ大会局

会計事務局

政策企画部
県民生活環境部
防災・危機管理部
保健福祉部

産業戦略部

営業戦略部
福祉担当部長

農林水産部

土木部

会計事務局

知事 副知事 総務部

立地推進担当部長

９部２局（１担当部長）

９部１局（２担当部長）
[現行比：▲１局＋１担当部長]

会計管理者
会計管理者
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